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税務情報 

国税庁 － マンションの評価方法を定める個別通達の公表 

国税庁は 7 月 21 日から 1 ヵ月間、マンションの評価方法を定める通達案を意
見公募手続に付していましたが（*）、10 月 6 日、以下の個別通達（以下、本通達）
を公表しました。 

 居住用の区分所有財産の評価について（法令解釈通達）（9 月 28 日発遣）

（*）通達案の概要は、e-Tax News No.288「国税庁 － マンションの評価方法に
関する通達案の公表」（2023 年 7 月 24 日発行）でお知らせしています。 

意見公募の結果を踏まえ、本通達は原案から以下の修正が行われていますが、
評価方法や評価乖離率の算定に用いる数値等に変更はありません。 

 「補正率」という用語について、他の補正率と区別するため「区分所有補正
率」という名称に変更された。

 評価乖離率が零又は負数のものについては評価しない旨が明記された。

また、「『居住用の区分所有財産の評価について』の法令解釈通達（案）に対する
意見募集の結果について」（PDF 563KB）には、寄せられた意見に対する国税庁
の考え方が記されており、たとえば、以下の見解が示されています。 

 本通達は、分譲マンションの流通性・市場性の高さに鑑み、その価格形成要
因に着目して、売買実例価額に基づく評価方法を採用したものであるため、
見直しの対象となる不動産はその流通性・市場性や価格形成要因の点で分譲
マンションに類似するものに限定される。したがって、居住用の区分所有財
産（いわゆる分譲マンション）を対象とする一方で、流通性等の異なる事業
用のテナント物件や一棟所有の場合については対象としていないが、評価通
達の定めによって評価することが著しく不適当と認められる場合には、引き
続き、評価通達 6 により評価することとなる。

 本通達では、評価乖離率を求める算式や評価水準が 0.6 未満の場合に評価乖
離率に 0.6 を乗ずるというこの 0.6 の値については、適時見直しを行うこと
とされているが、本通達の今後の見直しに関しては、3 年に一度行われる固
定資産税評価の見直しに併せて行うことが合理的であり、改めて実際の取引
事例についての相続税評価額と売買実例価額との乖離状況等を踏まえ、その
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要否を含めて行うことを考えている。 

 明確でないと意見された定義や考え方等については、今後、国税庁ホームペ
ージに資産評価企画官情報等による解説を掲載する予定である。 

 本通達による評価について、納税者が簡易に計算するための簡単なツールを
用意する予定である。

本通達は、2024 年 1 月 1 日以後に相続、遺贈又は贈与により取得した財産の評
価について適用されます。 
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